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中国の急速な経済発展に刺激されて、日本では 2001 年頃から中国脅威論が流行している。

しかし、中国経済の長所と短所を標準的な経済学の視点から提示し、日中経済関係につい

て冷静に考察した研究はあまり行われていない。本論文ではこのような問題意識から、特

に日本との経済関係に焦点を当てながら中国経済の強みと弱点を分析した。中国の産業・

貿易構造を概観すると、労働が豊富な一方で資本や農地が相対的に希少な中国は、軽工業

を中心とする労働集約的な産業において強い国際競争力を持つ一方、競争力を持たない重

化学工業や土地集約的な農業については保護政策により維持してきたことが分かる。一方、

品目別貿易統計をもとに中国の貿易構造を分析すると、中国は軽工業品だけでなく電気機

器についても世界市場で日本に近い高いシェアーを獲得するに至っている。日中間では

HS6 桁分類で見てもほとんどの電気機器について双方向貿易が行われており、両国間の棲

み分けは価格や質の違いに関してであって、作っている財が全く異なるという訳ではない。

今後中国の技術力が高まれば、急速に日本と中国の電機産業が競合する可能性は否定でき

ないように思われる。なお中国の輸出を担う電機産業や軽工業においては、付加価値に占

める外資系のシェアーが約５割に達しており、日系企業を含む外資系企業が決定的に重要

な役割を果たしている。 
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１．はじめに 

中国の急速な経済発展に刺激されて、日本では 2001 年頃から中国脅威論が流行している。

中国の経済発展を日本経済にとっての脅威とみなす議論は 2001 年通商白書のような政府

の刊行物や日本経済新聞の論説にも見られる。しかし、中国経済の長所と短所を標準的な

経済学の視点から提示し、日中経済関係について冷静に考察した研究はあまり行われてい

ない。 

本論文ではこのような問題意識から、特に日本との経済関係に焦点を当てながら中国の

産業・貿易構造を分析する。論文の構成は次のとおりである。まず第 2節では中国の産業・

貿易構造を概観し、中国経済の強みと弱点を整理する。第 3 節では中国における資源配分

の効率性に関する先行研究を紹介し、特に資本の産業間配分において中国が深刻な問題を

抱えていることを示す。第 4 節では品目別（3 桁分類）等、詳細な貿易統計をもとに中国

の貿易構造を分析し、日本等との貿易において産業内貿易が急速に拡大していることを示

す。第５節では中国製造業の発展において日系企業を含む外資系企業が重要な役割を果た

したことを示す。最後に第６節では本論文で得られた結論をまとめ、今後の日中関係につ

いて議論する。 

 

２．中国の産業・貿易構造：概観 

標準的な貿易理論であるヘクシャー＝オーリン理論によれば、一国の産業・貿易構造は

主に要素賦存量で決まる。例えば労働が相対的に豊富な国は賃金が安いため労働集約的な

産業に比較優位（競争力）を持つと考えられる。 

図表１は世界の要素賦存の分布状況とその中での中国のシェアを示している。この図が

示すとおり、中国は国際比較の上では労働が非常に豊富な一方、耕地や資本は比較的稀少

である。従って貿易理論によれば、中国は労働集約財に比較優位を持っており、農産物や

資本集約財には比較優位を持っていないことになる。 

現実の中国の貿易パターンは必ずしもこの理論と整合的でない。図表 2 は主要国につい

て労働者一人当たりの耕地面積と 1995 年における農産物貿易の状況を表している。この図

からは、貿易理論どおり、オーストラリアや米国のように耕地が豊富な国ほど農産物を輸

出する傾向があることが分かる。この関係と比較すると、また中国が大国であることから

判断すると、中国の農産物輸入は例外的に少ないと考えられる。同じように図表 3 は主要
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国について労働者一人当たりの資本ストックと製造業産品貿易の状況を示している。理論

の予測どおり、中国はアパレル、その他軽工業品など労働集約財について極めて強い競争

力を持つが、一方で資本過少な割には輸送機械、素材等の資本集約財の輸入が少なく、ま

た比較的技術知識集約的と考えられる電子機器については純輸出国である。 

以上見てきたように、中国の貿易構造は、その要素賦存と経済規模から判断すると農産

物と資本集約財の輸入が例外的に少ないという特徴を持つが、これは中国がこれまで比較

優位を持たない重化学工業や土地集約的な農業を保護する、輸入代替政策を取ってきたこ

との結果であると考えられる1。 

次に中国の産業構造について概観してみよう。図表４はアジア諸国および米国の 1960 年

代から 96 年までの各年について、製造業の産業構造がどの程度資本集約的であったかを比

較している2。横軸は購買力平価で換算した一人当たり GDP であり、各国の経済発展の程度

を示している。縦軸は仮に日本の 1960 年における資本係数を前提として、各国の産業構造

（各産業の生産シェアに関するデータを使用）で生産を行ったとすると、製造業全体の資

本係数が幾らになるか（以下では資本集約産業特化指標と呼ぶ）を示している。資本集約

産業特化指標は各国の現実の資本係数を表しているわけではない点に注意されたい。現実

の資本係数を使ったのでは、各国における資本賦存量の多寡を測ることになり、産業構造

の特徴を知ることはできない。産業構成の比較のためこの図では同一の国（日本の 1960

年）の技術を基準としているわけである3。なお先進国と比べて途上国では、同じ産業でも

より労働集約的な財の生産や労働集約的な生産技術が選択される場合が多い。従って図表

４で資本集約産業特化指標が高いからといって、現実に製造業全体で見た資本係数が高い

とは限らないことを確認しておこう。 

図表４によれば、右方にある豊かな日本や米国は次第に資本集約産業特化指標が下落し

ていることが分かる。これは両国が経済発展につれ重厚長大産業からより技術集約的な産

                             

1中国の貿易政策については Naughton (1996)、Branstetter and Feenstra (1999)および Lardy 

(2000)参照。 

2この図は著者が一橋大学経済学研究科博士課程袁堂軍氏と共同で作成した。この論文での

使用を許可された袁氏に感謝したい。 

3基準となる産業別資本係数として 60 年代の日本の値でなく、現在の日本や過去の米国の

値も試みたが図の主な形状は変わらなかった。 
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業へと産業構造を変化させつつあることを反映していると考えられる。一方香港は以前か

ら極めて労働集約的な産業構造になっていることが特徴的である。興味深いのは中国の場

合で、一人当たり GDP が同水準の他国と比較して資本集約産業特化指標が非常に高い。こ

れは中国では経済発展段階が低い割には資本集約的な産業構造、つまり、重化学工業等を

残していることを示している。 

中国の資本集約産業特化指標を時系列で見ると、改革開放後、特に 90 年代に入ってかな

り下落したが、それでもまだ他国と比較して非常に高いという特殊な産業構造を持ってい

る。このような特徴を生み出した原因としては、タイやインドネシアのようにほとんど農

村工業しか無い状況から戦後に近代工業を興した諸国とは異なり、戦前期上海での近代工

業集積に代表されるように中国は製造業の長い伝統を持っていること、旧ソ連やインド等

と同じく冷戦下の計画経済の下でフルセットの工業化を目指したこと等の歴史的要因が重

要であると考えられるが、同時に先にも述べたように、今日でも自動車の純輸入がほとん

どゼロであることに象徴されるとおり、比較優位が無い重化学工業や一部の機械産業を保

護し続けていることも事実である。 

図表５から分かるように、中国は WTO 加盟（2001 年 12 月）以降、自動車関税率の 2001

年における 100％から 2006 年の 25％への引き下げ等、これまで極めて高かった一部の貿易

障壁を引き下げ、また農業補助金等を縮小することを約束しているが、このような大胆な

輸入代替政策撤廃は、図表６の試算結果も示すように、重化学工業や土地集約的な農業（小

麦や綿花生産等）において非常に大きな産業調整を今後引き起こすと考えられる4。 

 

３．中国における資源配分の非効率性 

次に、中国における資源配分の効率性について最近発表された袁（2002）をもとに考え

てみよう。この論文では、Syrquin (1984)が他の国について行った、資源の産業間の再分

配効果が、マクロ的に製造業全体で見た生産性の向上にどの程度寄与しているかに関する

研究を中国に適用している。例えば、労働が、労働の限界生産性が低い産業から高い産業

に移動すれば、製造業全体の全要素生産性は上昇する。資本の配分についても同じことが

言える。袁はこの関係を推計している5。 

                             

4この問題については Drysdale and Song (2000) 参照。 

5中国の生産性上昇に関する最近の研究として Young (2000) がある。 
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 袁論文から転載した図表７の横軸は各産業の、製造業全体の平均と比較して見た労働の

限界生産性を示している。一方、縦軸は各産業で労働がどれほど増加したかを示している。

まず 78 年から 84 年までの改革開放以前を含む時期を示した図表 7－aによれば、労働の限

界生産性が高い産業に労働が移動しているという現象はまだ見られない。しかし、それ以

後の 84 年から 90 年までの関係を表す図表７―b や 90 年から 95 年までの関係を表す図表

７－ｃを見ると分かるように、労働の配分については次第に、限界生産性の高い産業に労

働が集まる傾向、つまり経済全体の生産性を上昇させるような移動が見られる。 

資本について同様の関係を示した図表８を見ると、資本については 90 年代に入っても

（図表８－c）、限界生産性の高い所で資本が増えているとはとても言えないことが分かる。

化学、金属等、重化学工業において資本の限界生産性が低いにもかかわらず、相変わらず

資本投入拡大が続けられ、製造業全体で見ると資本投入増加と資本の限界生産性の間には

右下がりの関係がある。 

 以上紹介した袁（2002）の研究は、中国では 1980 年代以降、労働投入については効率的

な資源配分メカニズムがある程度機能するようになったのに対し、資本については非効率

的な配分が続いていることを示唆している。資本投入の非効率性は、大銀行を中心とした

中国の資金配分システムや重化学工業に多い国営企業経営における機能不全と密接な関係

があると考えられる。 

本節で議論した資源配分の動学的な非効率性は、前節で見た輸入代替政策とは一応別の

問題である。重化学工業や土地集約的な農業の保護はこれらの産品の国内価格を割高にし、

保護された産業での生産要素投入を過大にして、非効率的な資源配分を招く。すなわち、

国内価格のゆがみを取り除き労働集約的な産業等に特化すればもっと GDP を高めることが

できるはずであり、中国はその機会を逃している。これが輸入代替政策による損失である。

これに対して、本節で紹介した分析では国内価格の国際価格からの乖離の問題は無視し、

国内価格を前提として労働と資本の産業別投入とその限界生産性の関係を調べている。限

界生産性が低い重化学工業において資本投入の拡大が続けられているため、製造業全体で

見た生産性上昇率や経済成長率が低くなっている。これが本節で指摘した動学的な非効率

性である。保護政策による国内価格のゆがみと、動学的な非効率性、二重の意味で中国の

重化学工業は過大であるといえよう。 

なお、最近の国際比較研究によれば保護された産業は競争機会にさらされないこと等に

より、生産性が低くなる傾向があるという。その意味では前節で議論した保護政策と、本
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節で見た動学的な非効率性問題は密接な関係を持っている可能性がある。 

 

４．詳細な品目別統計で見た中国の貿易構造 

 本節ではより詳細な品目別貿易統計をもとに、中国の貿易構造の特徴や日本との貿易関

係を検討しよう。 

図表９は 1999 年について中国・香港の貿易パターンに現れた現実の比較優位構造を詳細

な品目別（主な品目については 3 桁レベル）で示している6。品目別の比較優位を示すため

に国際経済学で標準的に使われる顕示比較優位（revealed comparative advantage）指標

は、当該国の総輸出に占める当該財輸出の割合を、世界全体の総輸出に占める世界全体の

当該財輸出の割合で割った値である。分子は当該国の輸出において当該財がどの程度重要

な位置を占めているかを示し、これを分母の世界貿易において当該財が占める重要度で割

ることで、当該国の当該財に関する競争力を測ろうとするわけである。しかし今日の貿易

においては、後述するように各国が同じ品目を輸出も輸入も行うという産業内貿易が活発

に行われているため、輸出だけで競争力を判断するのは適当でない。ある国がある財につ

いて輸出以上の輸入をしている場合には、競争力が無いと判断すべきだからである。そこ

で図表９では分母は顕示比較優位指標と同一であるが、分子については中国・香港のその

他世界に対する当該財純輸出（輸出マイナス輸入）を中国・香港のその他世界に対する総

輸出で割った値としている。以下ではこの指標を（産業内貿易を考慮した）顕示比較優位

指標と呼ぼう。なお図表９では、中国・香港の世界全体に対する指標だけでなく、日本の

みに対する指標も示している。この表では、中国にとって重要な機械、雑貨類について 3

桁ないし、2 桁と細かな品目別に指標を算出している7。 

                             

6中国製品はしばしば香港において加工され世界に輸出されている。そこで本節の分析では

中国と香港を一体とみなし、中国・香港の貿易構造について検討する。 

7本節の主な分析にはカナダ統計局が作成した World Trade Analyzer という世界各国間の品

目別貿易に関するデータ・ベースを利用した（CD-ROM で購入可能）。現在のところこの

データ・ベースのカバーする期間は 1980－99 年であるため、我々の分析もその期間に限ら

れる。なお、各国間の貿易は輸出国、輸入国双方の統計から知ることができる。カナダ統

計局のデータベースは輸入国の通関統計を優先して作成されており、原則として金額は運

賃・保険料込み（CIF）ベース、取引の計上は輸入国通関時である。従って、たとえば中
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図表９からは中国・香港が、世界に対しても、日本に対しても、アパレル、雑貨等（大

分類 8番）について圧倒的な競争力を持っていることが分かる。また対世界では、一部の

電気・通信・事務用機器、例えば、家電（775）、通信機器（76）、パソコンを含む事務用・

情報処理機器（75）等において比較優位を持っている。一方、対日本では中国・香港は機

械類について競争力を持たない。機械類（大分類 7 番）のうち、2 桁で見ると全ての品目

について、中国は輸入超過で比較劣位にある。 

ただし日本との機械類の貿易においても、3 桁まで詳細に見ると、ラジオ（762）、家電

（775）、テレビ（761）等一部の品目について中国・香港が比較優位を持っている。中国・

香港は日本に対して、事務用機器部品（759）、通信機器部品（764）等部品については輸入

超過であるが、完成品については純輸出を行っている。これは労働集約的な組立工程を中

国に移管し、技術・資本集約的な部品生産については日本に残すという工程間分業が日中

間で起きていることを示していると考えられる。 

このように活発な電子・電気機械に関する日中間での双方向貿易は、同一品目内でも見

ることができる。図表９が示すように、中国・香港と日本間の貿易においてグロスの貿易

額（輸出と輸入の和）の純輸出（輸出と輸入の差）絶対値に対する比率は、事務用・情報

処理機器（75）、電話通信機器（76）においてそれぞれ 11.4 倍、43.9 倍と極めて高い。3

桁分類で見ても、事務用機器（751）、情報処理機器（752）、テレビ（761）等においてこの

比率が高く、産業内貿易が活発であることが分かる。 

 日本で中国脅威論が議論される場合には、通常、日本の対中国輸出のことは忘れて、中

国からの輸入だけが話題となることが多い。そこで日本の中国からの輸入について見てみ

よう。図表１０は過去 20 年について中国・香港から日本への品目別輸入の推移と、総輸入

に占める各品目のシェアをあらわしている。99 年の品目構成で見ると、アパレル・靴等の

雑貨（大分類 8 番）が 44.4％と最大のシェアを占めるが、90 年代に入って機械類（大分類

7番）のシェアが急増しており、99 年には 24.6％に達している。90 年と比較すると、コン

ピューター他（752）、テレビ（761）、配電機器（773）等の輸入（ドルベース）は 40 倍以

上に増加しており、中国・香港が機械類の輸出を急速に拡大させたことがわかるが、日本

の中国・香港からの輸入総額は 99 年で 5 兆円と、日本の GDP の１％に過ぎない。従って、

                                                                                  

国・香港の日本に対する純輸出額は中国・香港の貿易統計とも、日本の貿易統計とも微妙

に異なる。 
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中国・香港からの輸入は急増しているものの、日本経済へのマクロ的な影響はまだそれほ

ど大きくないと考えられる。 

3 桁分類品目別貿易統計を使った最後の分析として、全世界、米国、および相手国それ

ぞれの輸入市場において 99 年に中国と日本がどの程度のシェアを獲得していたかを見て

みよう。図表１１に示したように、中国は隣接した日本で概ね最も高いシェアを得ている

が、米国や世界全体でも雑貨では 20－30％程度と高いシェアを占めている。また、世界の

事務・通信・電気機器輸入における中国のシェアは、2桁分類では約 10％と、日本のシェ

アとほぼ同じ水準に達していることが分かる。これらの機器については、中国・香港は日

本とほぼ同等に重要な輸出国になりつつあると言えよう。 

これまでは 3 桁分類品目別貿易統計を使って分析を行い、中国・香港がアパレル・靴等

の労働集約的な雑貨だけでなく、事務・通信・電気機器についても世界の輸入市場で日本

と肩を並べる程のシェアを獲得していること、一部の機器については日中間では工程間分

業や産業内貿易が活発であることを見た。日本と中国・香港が同じ財を生産しているのか、

それとも異なった財を生産しているのかという問題は、中国・香港の今後の輸出拡大が日

本経済にマイナスの影響をもたらすか否かを考える上でも重要である。伊藤（2002）が示

しているように、完全雇用、完全競争、外部経済効果無し、生産移動無し、規模に関する

収穫不変、等を仮定する標準的な新古典派貿易理論によれば、中国の輸出拡大が日本の経

済厚生に与える影響は、日本の交易条件をどのように変化させるかによって知ることがで

きる。中国の輸出品が日本の輸出品と国際市場で競合し、日本の交易条件が悪化する場合

には日本の経済厚生は悪化することになる8。一方中国の輸出品が軽工業品等、主に日本の

輸入財である場合には、これらの産品の国際価格下落により日本の経済厚生は改善する。 

日本の製品と中国の製品がどの程度競合しているのかを知るためには、3 桁品目別貿易

統計では分類が粗すぎて不適切であると考えられる。同じ 3 桁分類の品目でも、普及型の

テレビと大型液晶テレビのように両国が技術的にかなり異なったものを輸出している可能

性があるからである。そこで、利用できる最も詳細な品目分類のひとつである

                             

8伊藤（2002）が示すように、交易条件効果の対 GDP 比は（当該財国際価格の成長率＊当

該財純輸出額の対 GDP 比）をすべての財について合計することで計算できる。日本の輸出

総額や輸入総額の対 GDP 比は 15％未満であることから判断すると、中国の経済発展が日

本に与える交易条件効果がそれほど大きいとは考えにくい。  
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HS(Harmonized System)細分類に基づいてこの問題を分析した2つの先行研究を紹介してお

こう。 

Kwan（2002）は米国の輸入通関統計を用いて、米国市場における日本製品と中国製品の

競合問題を分析している。まず彼は品目毎に、付加価値指標を以下のようにして作成した。

付加価値指標は当該財を米国に輸出している各国の一人あたりＧＤＰを加重平均すること

で算出された。ただしウエイトには米国の当該財総輸入額に占める当該国からの輸入のシ

ェアが使われている。米国が豊かな国から主に輸入している財であれば、高付加価値品で

あると判断されることになる。次に Kwan は中国や日本の米国への輸出品をこの付加価値指

標順に左から右に並べ、各付加価値区間について、当該区分にある財の中国や日本による

対米輸出額を縦軸にとった図を作成した。図表１２、図表１３がその図である。図表１２

から分かるように、中国は高付加価値財へと輸出構成を次第に高度化させているものの、

日本と比較すると平均的な付加価値指標はまだまだ低いことが分かる9。また図表１３では

アジアの他の諸国を含めて同じ図が描かれているが10、アジアの中で中国は最も付加価値

指標の低い財、日本は最も付加価値指標の高い財を主に輸出し、他の諸国はこの間でそれ

ぞれ棲み分けを行っていることが分かる。以上の分析結果から判断すると、日本と中国の

輸出品の競合の程度は低く、従って現在のところ日本がマイナスの交易条件効果を被って

いる可能性は低いと言えよう。この結論は、中国の中心的な輸出財がアパレル、靴等の労

働集約財であることから判断すれば当然と言えよう。 

これまでのところはマイナスの交易条件効果は生じていないとしても、将来については

どうだろうか。日本が現在最も競争力を持つのは、電気機器や自動車であるが、このうち

電気機器については、先に見たように中国も輸出を急速に拡大しつつある。電気機器につ

いて詳細な品目分類で見ると、中国と日本は、工程間分業や財の労働集約度・技術集約度

                             

9仮に HS 細分類レベルでは、多くの財についてごく限られた国のみが生産を行っていると

すると、Kwan の方法では日本が米国に輸出している財の付加価値指標は日本の一人当た

り GDP が大きいため高くなり、反対に中国が米国に輸出している財の付加価値指標は中国

の一人当たり GDP が小さいため低くなる。このようなバイアスを避けるためには本来、日

本と中国を除いて付加価値指標を作成することが望ましいと考えられる。 

10ただし規模の異なった国を比較するため、縦軸は輸出額でなく、各国の対米輸出総額に

占める当該区分財のシェアとされている。 
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に応じた分業を行い、棲み分けが行われているのだろうか。それとも日本が輸出している

ようなほとんどの財は中国においても既に生産されているのだろうか。後者の場合には、

中国は潜在的には日本の電機産業の将来にとって脅威であると言えよう。この問題につい

ては吉池（2002）の研究がある。 

吉池氏は日本の通関統計を使って、電気機器について相手国別に分析を行い、各 HS8 桁

分類について日本の輸出と輸入を比較し、輸出と輸入が同時に行われているか否かを調べ

ている。彼はこの問題を EU について分析した先行研究である European Commission (1997)

に準拠し、日本の当該国への輸出と輸入の比が 0.1 と 10 の間にある場合は当該財について

双方向貿易、それ以上の格差がある場合には一方向貿易であるものとして財を分類してい

る。また双方向貿易の財についてはさらに、輸出と輸入の貿易単価（Unit Price）比が 1

／1.15 と 1.15 の間の場合には同質財の双方向貿易、それ以上の単価格差がある場合には

垂直的な製品差別を伴う双方向貿易として 2 つに区分している。図表１４－a は EU 内の電

気機器貿易について、3 つのカテゴリーそれぞれの貿易シェアの推移をあらわしている。

また図表１４－b は日本とアジア諸国間の電気機器貿易について、同様の分類を行った吉

池氏の結果である11。2 つの図表によれば EU 内の貿易では 3 つのカテゴリーのシェアには

大きな変化が無いのに対し、日本の対アジア電機機器貿易においては一方向貿易の割合が

減少する一方で垂直的な製品差別を伴う双方向貿易が急速に拡大しつつあることがわかる。

図表１５の各パネルでは図表１４－b のデータを相手地域別に区分しているが、特に中国

については一方向貿易の割合が近年急速に減少し、現在では約 20％に過ぎないことが分か

る。つまり今日の対中国電気機器貿易においては、貿易額の約 8 割については HS8 桁レベ

ルという詳細な品目別に見ても双方向の貿易が行われている。 

図表１５によればまた、双方向貿易のほとんどは輸出財と輸入財の貿易単価格差が大き

く垂直的分業が行われている。HS8 桁で見て同じ品目でも、おそらくより技術集約的・資

本集約的な財は日本で生産され、労働集約的な財は中国で生産されるという棲み分けが行

われていると考えられる。しかし、棲み分けは価格や質の違いに関してであって、作って

                             

1111吉池（2002）では日本のみの通関統計を使っているため、輸出は FOB ベース、輸入は

CIF ベースである。このため貿易単価は輸入が輸出より割高となり、双方向貿易に関する、

同質財か、それとも垂直的な製品差別を伴うかの判断にはバイアスが生じている可能性が

高い。 
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いる財が全く異なるという訳ではない。このように、HS 細分類で見てもほとんどの電気機

器について双方向貿易が行われている事実から判断すると、今後中国の技術力が高まれば、

急速に日本と中国の電気機器輸出が競合する可能性は否定できないように思われる。 

 

 

５．中国製造業における外資系企業の役割 

前節で見たように、中国は労働集約的な財について強い競争力を持つだけでなく、事務

用・情報処理機器、電気機器等、比較的技術知識や資本を集約的に投入する産業において

も極めて強い競争力を持ち、日本のこれらの産業にとって脅威になりつつあると考えられ

る。 

労働集約的な財に関する中国の競争力は、ヘクシャー＝オーリン理論が教えるとおり、

中国が相対的に労働力豊富で賃金が安いことから理解できる。しかし、技術知識や資本を

集約的に投入する産業における競争力はどのように生じたのであろうか。本節の結論を先

取りすれば、中国でのこれらの産業の発展においては、対内直接投資が非常に重要な役割

を果たしたと考えられる。今日では直接投資により、資本と企業の持つ技術が国境を越え

て移動する。中国は外国企業のもたらした資本と技術知識によって要素賦存の制約を乗り

越えることができたのである。 

図表１６は 2000 年時点での中国鉱工業・電力・ガス水道業の付加価値生産に占める外資

系企業（外国企業の出資比率が 25％以上）のシェアを表している。なおこの統計では外資

系企業の中に香港・台湾からの投資を含むことに注意が必要である。対象となる全産業で

は総付加価値の 12.6％を香港・台湾系企業が、11.4％をそれ以外の外資系企業が生産して

いる。 

外資系のシェアは電子・電話通信機器（65.4％）、計測用・事務用機器（49.4％）、文化・

教育・体育用品（59.5％）、皮革・毛皮・羽毛製品（54.6％）、衣服（48.8％）等、中国が

強い競争力を持つ機械産業や軽工業において極めて高く、一方停滞している重化学工業で

は比較的低い。中国の輸出拡大は外資系企業が支えているといっても過言ではない。図表

１７に示すように、輸出に占める外資系輸出の割合は現在、約 5 割にまで達している。 

地域別生産における外資系のシェアを見ても（図表１８）、沿海部、特に上海、福建、広

東等では、外資系シェアが約５割に達している。上海等で我々が目にする中国の驚異的な

繁栄は実はそのかなりの部分を外資系企業が作り出していることが分かる。なお、比較的
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発展が遅れ貧困問題が深刻な内陸部では外資系のシェアが少ない。 

著者が本論文執筆のために中国関連の統計を調べていて経験した最大の驚きは、以上の

ような中国における外資系企業のシェアの高さである。シンガポール、タイ、マレーシア

等の経済学者はしばしば、自国における電子産業が日系や米国系を中心とする外国資本に

よって生み出されたと指摘する。長い近代工業の歴史を持つ大国である中国は別であると、

著者はこれまで思い込んでいた。しかし実は、中国でも東南アジア諸国と同じように対内

直接投資が新しい産業をもたらしたのである。 

次に外資系企業の中で日系企業がどの程度の割合を占めているかを見ておこう。まず日

系製造業現地法人の売上高を見ると（図表１９）、2000 年度では 60 兆円を超えており、日

本の財輸出総額を上回るほどの規模に達している。日本の企業は技術を持っている製品を

国内で作って輸出するよりも、海外で作って売ることを次第に選択するようになっている

と言えよう。図表２０は日系製造業現地法人の売上げの推移を現地法人の地域別に示して

いる。日本企業は 60 兆円の海外生産のうち三分の一強を米国、約三分の一をアジア、残り

を欧州を中心とするその他世界で生産しているが、意外にも中国での生産は少なく、まだ

2.9 兆円、すなわち海外生産全体の 5％、アジア全体の 15％にしか過ぎない。香港を含め

ても 4兆円弱である。なお、以上の値はアパレル等の軽工業で活発に行われている委託加

工貿易や、電機産業等でも増加傾向にある日本企業の OEM（相手先商標による製品の生産

者）として中国企業が行う生産活動を含んでいないことに注意が必要である。 

図表２１は中国の外資企業全体に占める日系企業のプレゼンスを示している。2000 年の

中国における香港・台湾系企業による雇用は 310 万人、それ以外の外資系企業による雇用

は 332 万人に達しているが、著者による推計では日系企業の雇用はそのうち 57 万人程度と

推計される。また生産高で見ると外資全体に占める日本企業のシェアは約 1/10、香港・台

湾系以外の外資のうち 1/5 から 1/6 程度であると推計される。日系企業の東南アジアにお

ける活躍と比較すると中国における活動は比較的小さく、他の投資国と比較して日本は中

国では出遅れているようにも思われる。 

なおここで、中国における他の外資系企業と比較して日系企業はどのような特徴を持っ

ているかを簡単に述べておこう。業種別の分布では深尾・袁（2001）で示したように、中

国での日系企業の生産活動は他の外資系企業と比較して電気機器と自動車に集中している。

また図表２２に示したように、一般に米国系企業が現地市場向け生産中心であるのに対し、

日系企業は輸出向け中心の生産を行う傾向があるが、中国でもそのような傾向が見られる
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ように思われる。Rosen (1999) による、独自の調査にもとづく在中国米国系企業に関する

研究と、経済産業省の調査等から得られる日系企業の活動に関する情報を比較すると、米

国企業は現地政府等に特別な配慮を払ってサービス業を含む閉鎖された現地市場への参入

に成功し、利潤を得るという、いわばレント追求型の投資が得意であり、また活発に買収・

資本参加を行うのに対し、日本企業は輸出基地としての工場立地を労働コスト等に配慮し

て選択するといった、いわば効率追求型の投資を主に行っており12、進出形態も新設投資

が中心である。現地政府への配慮は東芝のような一部企業を除くとあまり得意でないよう

に思われる。以上の特徴から判断すると、日系現地法人は中国における機械産業の発展に

大きく寄与している可能性が高い。 

最後に中国の発展が日本経済に及ぼす影響についてもう一度考えておこう。前節までは

主に貿易を分析対象とし、交易条件の悪化が日本の経済厚生を低下させる可能性について

検討した。活発な中国への直接投資は日本経済にどのような影響を与えるだろうか。 

生産の海外移転は、企業の持つ技術知識をはじめとする経営資源の投入場所が国内から

海外に移動することを意味する。生産要素の国際移動に関する経済学が教えるように、経

営資源という生産要素の国内からの流出は、国際移動できない生産要素（労働・土地）に

対する報酬を低下させ、また経営資源以外の国際移動できる生産要素（資本等）の海外流

失を引き起こす。これにより、経営資源や資本に対する報酬は高まる。通常この利益は労

働者や土地所有者が蒙る損失を上回り、日本全体の経済厚生は改善されると考えられる13。 

なお、投資母国の経済厚生が上昇するという以上の結論は、一定の仮定の下でのみ正し

い議論である。例えば、中国において知的所有権の保護が十分でないこと等により技術知

識が現地の独立系企業に流出する場合には、日本企業は予想した利益が得られず結局、投

資による利益が損失を下回るかもしれない。また企業の立地選択や生産性に関する実証研

究が教えるように、産業集積や系列企業の集積は企業の生産活動に大きな外部経済効果を

及ぼしている可能性がある。このような集積効果が強い場合には、生産の海外移転はやが

ては日本国内での生産効率を低下させ、海外投資の利益を考慮しても日本経済全体の経済

厚生は下落するかもしれない14。 

                             

12日本企業の効率追求型投資については Urata(2002)参照。 

13この問題について詳しくは深尾・袁（2001）および深尾（2002）参照。 

14産業集積や系列企業集積の利益については深尾・岳（1998）および深尾・伊藤（2001）  
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６．おわりに：今後の日中経済関係 

最後に、以上の分析から今後の中国経済や日中経済関係について何が言えるかを考えて

おこう。 

第一に、ＷＴＯ加盟に際し大幅な市場開放を約束した中国は今後、重化学工業や土地集

約的な農業において非常に大きな産業調整を迫られると考えられる。同時にこれは重化学

工業においてシェアが高い国営企業の改革問題や、重化学工業に貸込んできた銀行の不良

債権問題を深刻化させると考えられる。産業調整はまた、地域間の所得格差を拡大する可

能性が高い。重化学工業や小麦生産は比較的貧しい内陸部、北部に集中している。一方、

発展の原動力である外資系企業は豊かな沿海部に分布している。また、アヒルを飼ったり、

水郷地帯で二毛作をしたりといった労働集約的な沿海部の農業は自由化によって打撃を受

けることが少ないといわれている。中国政府は最近、内陸部への直接投資誘致を重視して

いるようだが、今後は重化学工業や国営企業の改革に外国資本を使おうとするかもしれな

い。中国の市場開放や国営企業改革は、比較的高い技術力を持つ日本の自動車産業や重化

学工業企業にとって輸出面でも投資面でも大きな機会を提供する可能性がある。ただし、

国営企業の改革は年金支払義務や環境汚染補償義務等、様々の困難を伴っており、買収に

よる企業改革や政治的な交渉が苦手な日本企業にとっては手に余る問題かもしれない。 

第二に、日本の海外生産全体の中では、中国での生産はまだ 5％ほどにしか達していな

い。国際協力銀行によるアンケート結果等によれば、多くの日本企業は今後も引き続き生

産拠点を日本国内や ASEAN、NIEs 等から中国に移管する予定を持っており、中国での日系

企業の活動は更に伸びる可能性がある。なお、Kwan(2002)が指摘するように、中国の現在

の発展段階は日本の 1960 年代初め頃に匹敵すると考えられるが、今後は家電や自動車等の

需要が爆発的に拡大する可能性が高い。これまで電機産業等における日系企業は輸出基地

としての役割を果たしてきたが、今後は現地市場向けの生産を中心とする可能性がある。

このため、日本への逆輸入は今後それほど増加せず、むしろ中国国内市場において日本企

業が儲ける時代が来るかもしれない。 
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